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特定技能1，2号 技・人・国

外国人労働者の増加→地域で「共に働き・暮らす」時代へ

+114人

615人

729人

537人

+114人



適切な日本語学習環境の整備が急務



2027.4～ 育成就労制度

日本語能力について基準が定められたものの、
「だれが」「どのように」日本語教育を施していくのかが課題







育成就労制度の導入を見据え、より強固な「法の周知」と「財源の確保」を
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ブラジル 中 国 フィリピン ベトナム インドネシア 韓国・朝鮮 ペルー その他

2008年9月
リーマンショック 2019年

入管法改正

1990年
入管法改正

外国人人口 23,109人 総人口の約5.6％ 76か国 （2025年10月1日時点）



永住者、特別永住者、
定住者、日本人・永住者の
配偶者が約60％
⇒⾧期滞在が可能な
外国人市民

永住者
31%

定住者
19%技能実習

14％

技術・人文知識・国際業
務
10%

家族滞在 6%

特定技能
6%

日本人配偶者 4%
特別永住者 3%

永住者配偶者 2％ そのほか
5%

＜在留資格別＞



（2）0～5歳児の外国籍人口 （３）公立小中学校の日本語指導が必要な児童生徒数

（1）外国人集住→散在化の傾向

2015年 2025年
保見地区 25.1% 18.5％
その他 74.9% 81.5％

2015年 2025年 2015年

746人 1081人
2025年

約1.3倍 約1.4倍

763人 1033人
0～5歳外国籍割合は0～5歳児総人口の6.15％



＜子ども＞
・乳幼児期からのライフステージに応じた継続的な支援
・子どもの生まれ育った背景や環境等、個別性に配慮した支援
・将来の自己実現に向けた、キャリア形成のための支援

＜大人＞
・地域で自立した生活をするために必要な日本語学習機会を保障
・時代とニーズに応じた日本語学習の機会を提供

2022年３月「豊田市における地域日本語教育の基本方針」策定



幼児期

外国にルーツのある保護者
等に対する
■ことばに関する啓発
■子育て仲間づくりの促進
■生活・子育て情報の提供

外国にルーツのある子ども・
保護者に対する
■幼児向け日本語教室の開催
■ことばに関する保護者啓発

多文化
子育てサロン

乳児期 学齢期

幼児向け
日本語教育 日本の学校に通う児童生徒

に対する
■日本語学習・宿題等の
サポート

■保護者に対する啓発

不就学等の
子どもの支援

放課後
学習支援

早期（乳幼児期）から言葉の力を育む 不就学等の子どもに対する
■学校等との連絡調整
■初期日本語指導

子ども

※記載事業以外にも、別途、プレスクール、
ことばの教室（初期日本語適応指導教室）等を実施

とよた日本語
学習支援システム

☆特徴☆
・地域に密着した教室
・交流の要素を兼ね備えた教室
・日本人も外国人に伝わる
日本語を学ぶ教室

学習者と日本語パートナーとの
対話による日本語習得

大人

「地域日本語教育の総合的な体制
づくり推進事業補助金」を活用し
実施している事業



課題 現状

（財源）
現行の補助制度では

単年度ごとで継続性に課題

・「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業補助金」を利
用した日本語教育を実施

・国の予算総額は年々増加傾向にあるものの、それを大きく上回
るペースで自治体からの申請額が増加
➡ 実態に見合っていない予算額となっている。

2025年 国予算:5億5千万円 （内定割合７４.４％）
2024年 国予算:5億1千３百万円（内定割合８２.８％）
2023年 国予算:4億5千５百万円（内定割合１００％）



『提言：「社会基盤整備」としての日本語教育』

日本語教育を「社会基盤整備」として位置づけ、

持続可能で安定した日本語教育の体制構築に向け、

国として適切な財源確保及び責任ある制度設計を求める。
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ブラジル
31.4%
9,505人

ベトナム
16.4%
4,958人

フィリピン
15.6%
4,715人

中国7.6%

2,307人

インドネシア
6.5%
1,965人

ペルー
5.9%
1,787人

韓国3.2%

983人

インド2.2%

675人

ネパール2.2%

670人

その他9.0%

2,721人

永住者41.9%

12,677人

定住者16.4%

4,976人

日本人の配偶者等

4.4%

1,339人

永住者の配偶者等

2.8%

847人

技能実習

10.7%

3,246人

技術・人文知

識・国際業務

6.3%

1,905人

特定技能4.7%

1,425人

家族滞在

4.3%

1,309人

留学

3.1%

944人

その他

5.3%

1,618人
国籍・地域別内訳 在留資格別内訳

 外国人住民数30,286人 （外国人比率3.9％） ※2025年4月1日現在

外国人住民の状況



外国人住民の状況
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インドネシア

ベトナム

韓国又は朝鮮

ペルー

中国

フィリピン

ブラジル

※各年12月末現在

国籍・地域別推移

 1990年の改正入管法施行を機に南米日系人を中心に急増
 ブラジルなど南米系出身者が約4割を占めるが、リーマンショック後はアジア系出身者の多国籍化が進む
 永住者や定住者など⾧期滞在が可能な身分系在留資格の割合が約7割を占め定住化が顕著
 輸送用機器等の製造業に従事する割合が高く、技能実習生が増加傾向
 コロナ禍後は、ベトナムやインドなどの高度人材とその帯同家族の増加が特徴的



地域日本語教育の体制づくりの取組
 浜松版生活日本語教育プログラム
2024年4月から、国が示す「日本語参照枠」や「生活Can do」を踏まえた、
自立した言語使用者として必要な年間600時間の日本語教育コースを試行開始
➡質の高い体系的な日本語教育の提供と学習機会の確保（参照枠:A1～B1）
2025年4月から年間2期にわたる本格運用を開始

全国の
自治体初

浜松市多文化共生都市ビジョン＞地域日本語教育推進方針＞地域日本語教育推進アクションプラン

浜松版生活日本語教育コース



外国人材雇用企業向け日本語教育にかかる支援

▲高度人材の受入・定着に関する補助金 ▲JLPT（N3以上）取得支援補助金 ▲帯同家族向け日本語教室



取組を通じた課題①

 カリキュラム開発及び生活日本語教育コースの運営に必要な、
専門人材である日本語教師を増員（3名⇒6名）

 大学と連携し、次世代の日本語教師を育成しているものの、中⾧
期的なキャリア形成が困難な環境であるため、卒業後、日本語教
師を選択する者が少ない

 全国的な需要の高まりから、質の高く経験豊富な日本語教師の獲
得競争が激化し、量的確保に苦慮

 国の求める質の高い日本語教育を継続的に提供するためには相応
の予算措置が必要であるほか、推進の中核となる組織が不可欠



 日本語教育が必要な高度外国人材やその帯同家族の増加が顕著で
あるものの、教室参加者や補助メニューの利用実績が低調

 地域日本語教育体制づくりの取組において多様なステークホル
ダーと連携しているものの、経済界との連携・協働が限定的

 企業の日本語教育に対する取組が進んでおらず、日本語教育推進
法に定める事業主の責務が認知されず全うされていない

 国、自治体、企業等の役割分担や連携の在り方が具体化されてお
らず、有効な連携体制の構築が進んでいかない

取組を通じた課題②



 学習した日本語を実践することができ、相互交流の可能な場所が
日本語教室内や関係者間に限られている

 年間600時間のカリキュラムを最後までやり遂げる学習者は約半
数であり、B1レベルまで学ぶ動機付けが低い

 日本語教育の推進において、日本語学習への参加を如何に促進す
るかが一面的であり、相互理解や相互交流、共生社会の実現につ
ながっていない

 自立した言語使用者であるB1レベルまでの習得を促すインセン
ティブがない

取組を通じた課題③



国への投げかけ事項

① 国において日本語教育を担う専門人材を質・量ともに確保・育成
し、必要な地域すべてに専門人材を配置する仕組みづくりのほか、
地域における体制づくりの中核を担うことができる組織形成の方
策を講ずること

② 「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」において、
国、自治体、企業等の責務をはじめとした役割分担や連携の在り
方を明確化すること

③ 日本語教育を単なる言語習得手段にとどまらせず、共生社会の実
現につながるよう、在留する多くの外国人が日本語学習へ参加す
るための促進策を示すこと
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